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基盤産業の危機からの脱出 
―「自立型」中小企業へ 
湯   進 
 
はじめに 
専修大学社会科学研究所 2006 年度夏期実態調査は川崎ゼロ･エミッション工業団地と中小企
業を対象に、8 月 2 日（水）から 8 月 3 日（木）までの 2 日間、ミニシンポジウムの開催およ
び 4社を訪ね、多くのところを学んだ。2 日の午後に川崎ゼロ･エミッション工業団地に立地し
ている三光精工、コアレックス・三栄レギュレーターなどの企業工場を 3 日の午前中に NPO 川
崎市民石けんプラント工場を訪れた。柴田弘捷所長、宮嵜晃臣先生（合宿責任者）はじめ、諸
先生と訪問先の関係者に深く感謝する。 
本稿の目的は実態調査を基にし、日本基盤産業の危機を十分認識したうえに、中小企業の持
続成長における「自立」の意義を明らかにしたい。以下では、中小企業の現場から基盤技術と
経営の現状を通じ、その問題点とあり方を検討してみる。 
 
１ 基盤技術の危機 
ものづくりと製品の競争力が基盤技術のレベルに左右されている。基盤技術といわれるのは
製缶、溶接などの溶融結合加工、鍛造、プレスなどの塑性加工、鋳造、ダイカストなどの溶融
成形加工、機械加工などの除去加工、熱処理、メッキなどの表面加工、さらにプラスチック部
品を作る射出成形、押し出し成形、真空成形等の樹脂成形などである。日本の製造業をそれゆ
え日本経済をリードしてきた各種機械工業は鍛造・鋳造・切削・研削・研磨・メッキ・金型・
成形などの加工工程を担当する中小企業によって支えされてきた（関［2003］：54 頁）。 
周知のように、1970 年代のニクソンショックとオイル危機をきっかけに、日本経済の高度成
長期が終えてしまった。日本企業は高品質、低コストの製品から高付加価値分野へ移行し、製
品の高級化・多様化や多品種少量生産の効率化を目指していた。中小企業は多品種・高付加価
値製品を効率的に生産することへ転換し、ニーズに対応する「柔軟な専門化」が見られている。 
特に、1980 年代以降、日本企業における ME 化が進み、コンピュータで制御された NC 機械に
より、有能な技術者でなくても、機械の性能で加工することは可能となる。こうした革命・進
化により、多様なニーズに幅広く適用できる高度な加工技術と設計技術を持ち、熟練工の補完・
代替として先新鋭の機械も積極的に導入された。 
一方、1985 年のプラザ合意以降、円高が進み、日本企業の対海外投資は急速に増加した。バ
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ブル崩壊後、特に 1993 年から 1995 年の超円高期において、日本の製造業の海外展開は質的に
変わった｡日本の中小企業が激しい国内市場競争の中、現場改善と研究開発に注力し、安定的な
市場シェアと市場構造を確保している。しかし、元請けたる大企業や中堅企業が海外に製造拠
点を移転することによって、下請けの中小企業は大きな打撃をうけると見られたのである。し
たがって、かつての大企業体制の崩壊、日本国内市場の成長鈍化、受注減少、生産コスト高な
どの要素により、中小企業が海外の生産移転や転業・廃業の危機に迫られている（表１、表 2）。 
 
表１ 製造業事業所数の推移 
規模 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 
4～9 人 206,621 213,308 198,411 190,640 206,808 186,111 186,698 161,085 144,216 150,551 129,947 
10～19 人 77,733 76,789 74,823 72,639 73,743 70,132 67,724 71,678 67,719 65,823 64,007 
20～99 人 82,865 82,099 80,991 79,645 78,181 74,710 72,562 69,321 65,351 64,003 63,232 
100～299 人 11,852 11,823 11,721 11,703 11,422 11,066 11,049 10,807 10,348 10,376 10,486 
300 人以上 3,754 3,707 3,666 3,619 3,559 3,438 3,388 3,376 3,214 3,158 3,165 
合計 382,825 387,726 369,612 358,246 373,713 345,457 341,421 316,267 290,848 293,911 270,837 
資料：経済産業省「工業統計表」 
 
表２ 製造業の従業者数の推移（千人） 
従業者規模 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 
４～９人 1,247 1,272 1,199 1,155 1,231 1,119 1,111 957 860 879 777 
10～19 人 1,074 1,061 1,036 1,007 1,021 971 938 976 921 894 869 
20～99 人 3,218 3,192 3,152 3,107 3,044 2,921 2,846 2,722 2,579 2,533 2,504 
100～299 人 1,903 1,897 1,879 1,881 1,834 1,776 1,776 1,739 1,664 1,675 1,693 
300 人以上 2,973 2,898 2,837 2,787 2,708 2,591 2,513 2,471 2,300 2,248 2,264 
合計 10,416 10,321 10,103 9,937 9,838 9,378 9,184 8,866 8,324 8,228 8,107 
資料：経済産業省「工業統計表」 
 
このような厳しい環境下で、中小企業は｢自立｣という課題に直面している。つまり、大企業
体制の崩壊によって、中小企業は自前の技術と新製品を開発しながら、自ら市場と販売ルート
を開拓し、生き残るための多様なネットワークを構築しなければならない。いかに新製品開発
を行い、市場における競争力を形成させるかは、中小企業の「柔軟な専門化」と情報力に左右
されているといえよう。すなわち、多品種少量生産における専有度の高い技術情報に加え、市
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場ニーズを素早く察知し、独自の市場を構築することによって、やがて「自立」する中小企業
となる。黒瀬直宏氏はこのような中小企業を「市場自立型中小企業」として定義している（黒
瀬［2004］：179 頁）。筆者は黒瀬の基本的立場に立ち、すでに、かつての大企業体制から脱出
し、新たな経営局面を拓いている中小企業（成功している）に注目したい。 
また、日本の高度成長期からも約 20 年が経過し、こうした時期に創業された多くの中小企業
が世代交代期を迎えている時期となり、後継者問題は中小企業にとって大きな課題となってい
る。2004 年、総務省「事業所・企業統計調査」によれば、中小企業の年間平均創業数は 167,681
社である一方、年間平均廃業数は 289,731 社に上り、うち、約 7 万社は「後継者がいない」こ
とを理由とする廃業であると推定される（中小企業白書［2006］）。つまり、中小企業経営者が
いかに経営後継者と技能後継者を確保し、自社の技術競争力を維持していくかという点は、企
業の将来を左右する重要な課題となっている。 
 
２ 「自立更生」する中小企業 2社のケース 
 
 A 社：工業用クロームメッキ設備の開発 
川崎ゼロ･エミッション工業団地は、循環と共生の地域づくりを実現する事業として位置付け
られ、団地に進出している企業が資源循環、エネルギー利用、水資源活用など共通の取り組み
を推進しているのである。A 社は、工業用クロムメッキ（硬質クロムメッキ）と精密研削加工
に従事する中小企業である。当社は 1971 年に設立され（板橋区・大和町）、1973 年に川崎市へ
移転し、硬質クロームメッキ加工を開始した。2001 年に川崎ゼロ･エミッション工業団地へ移
転し、無廃水のメッキ工場を稼働し始めた。 
メッキは、金属製品の表面処理方法のひとつであり、金属の表面に他の金属を被覆し、地金
属を腐食から守ると同時に、装飾し商品の光沢を与えることにより摩擦などの抵抗から地金属
を守る。そのメッキ加工は脱脂、水洗、酸浸漬、電解脱脂、酸処理、無電解ニッケル、乾燥な
どの工程である。工業用クロームメッキは、あらゆる産業に幅広く利用され、①硬度が高い、
②摩擦係数が小さく耐磨耗性に優れている、③摩擦した部品の補修が容易にできるなどの特徴
がある。 
メッキ産業が「公害」の典型としてあげられ、メッキ企業やメッキ工場の建設はいろいろ規
制に直面している。A 社は国内の厳しい環境から脱出するために、メッキ技術の革新と進化を
取り組んでいる。自社開発したメッキ設備の特徴は廃液をエアキャッチャーにし、一滴も工場
外へ出さず、完全にゼロエミッションを達成する点にある（図 1）。また、老化液は約４年に１
回、クロム酸メーカーに渡し、そのクロム酸をリサイクルして製品化する。 
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図１ A 社が開発したメッキ設備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：A社の資料により 
 
近年、大企業が海外へ生産拠点を移転することによって、基盤技術の流失も見られている。
すでに中国は日本メーカーの持つメッキ技術の 8 割をキャッチアップしており、残りの 2 割を 
（高いメッキ技術）を守っている。 
A 社のメッキ技術は中国・台湾ではできず、世界最高水準といわれている。現在、従業員 9
人で、2基のメッキ槽で 24 時間稼働している。メッキ事業を順調に展開する同時に、大手企業
からの金型修理業務も増えている。たとえば、ある DVD 用金型の場合、すでに 120 万枚の DVD
を加工したが、どうしても欠陥が出てくるという。そして、金型が自社のメッキ技術で処理し
た上に、再び使えるようになるというものである。A社の事例は自社開発で成功した「自立型」
中小企業の一例である。 
 
 B 社：新製品による企業の存続 
B 社は 1963 年に設立され、現在、主に各種超硬ヘッダーダイスの設計・製作、超硬プレス金
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型、耐磨耗超硬工具、精密放電加工、ワイヤーカット加工などの事業を展開している。 
B 社の主力製品はネジ加工専用のヘッダーダイスである。ヘッダーダイス加工とは凹型のダ
イス（金型）に金属材料を詰めて、パンチ（凸型の金型）で押しつぶす作業によって金属を加
工するという加工方法を指している。このような圧造加工をする機械のことを一般的にヘッ
ダーと呼び、加工用の素材寸法、金型の数量によって様々な種類が存在している。たとえば、
ネジの頭部を作る場合、まず、コイル状のワイヤーを一定の長さに切断し、ダイス（金型）に
送り、パンチをたたきつけて形成するというプロセスとなる。 
「御社の強みはどこにあるか」と尋ねると、「多品種の品物に対応する手加工」という返答で
あった。1990 年代以降、日本の中小企業は国内産業空洞化に圧迫され、生産拠点の中国シフト
を行っている。当初、日系製品メーカーは中国現地で金型の調達ができず、日本からの金型輸
入に依存せざるを得なかった。したがって、金型メンテナンスの手間や物流コスト高などの問
題を克服するために、一部の日系製品メーカーは日本国内で作られた金型サンプル、金型の設
計図を現地ローカルメーカーに提出し、現地で試作・製造の試みを求め始めている。ローカル
メーカーが CAD/CAM の分析設計ソフトを利用しながら、金型づくりのヒントを学んだ結果、日
系金型メーカーの製造技術の流失につながった。すなわち、手加工技術は暗黙知があり、簡単
に見習わないとはいかない、製造技術のヒントが習得されたのである。 
したがって、ネジ生産の場合、現在、①中国に進出している日系ネジメーカーが現地ローカ
ル企業から金型を調達し、②台湾製ネジが日本市場への輸出攻勢、などの要因により、つぶれ
ていった日本中小精密金型メーカーは少なくないと考えられる。 
図２ B 社が開発した「パンチ一発成形」金型 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
出所：B社のヒアリングにより作成 
注：１はかつて角が残される金型、２は角なし金型 
－ 40 － 
1990 年代初め、同社はユーザーの要求に応じ、1 年間で一次成形の金型を開発した。図 2 で
示すように、加工材料がパンチで打たれている時、パンチと材料の間にある空気が膨らむこと
により、角が残されるのは一般的である。「一発のパンチで余計の角がさえ抜ければ、きっと大
きなコストダウンができる」という発想に基づき、社長はユーザー側とコミュニケーションを
取りながら、いろいろ工夫を凝らした。結果的には、大ヒット商品（空気が膨らまないために、
金型に細い穴を開ける）の市場投入を果たし、従来の金型より約 5－6倍高い値段が付けられて
も、順調に売られている。 
このヒット商品がなければ、B社の事業が終わるといっても過言ではないだろう。B社の事例
はイノベーションで企業経営を救う「自立型」中小企業の典型例である。 
 
３ 結論 
現場から生まれたイノベーション力と新製品の開発はおそらく日本中小企業にとって唯一の
活路であると考えられている。上記 2 社のような「自立」する中小企業は、日本各地に存在し
ている。これらの自前の技術を有する中小企業こそ、日本経済発展のエンジンとなり、地域産
業持続成長の担い手となる。 
ところが、日本の中小企業が経営者・技術者の高齢化、後継者問題、製造業における若年労
働者不足など多数の難問に迫られながら、産業空洞化の打撃を受け続けている。A 社と B も例
外ではなく、特に、いかにいち早く技術者を育成させ、新旧世代の交代による技術の継承を実
現させるかなどの問題に悩まされている。 
基盤技術は相当奥が深い技術である。技術者の頭脳、視力、手先の器用さが技術の習得と製
品の品質に大きく左右している。汎用機械の操作と構造が単純な製品の製作が一年間の学習で
可能となる。しかし、研磨などの技術の習得は 5年～10 年の修業をしなければならない。製造
業において、現在、日本で生き残ってきた中小企業の経営者は高度成長期を経験し、技術者と
して独立起業するケースが多く、長年の技術蓄積と現場のノウハウを有している。一方、バブ
ル時代に育てられた世代（現在、30 代後半から 40 代の前半）がものづくりへの熱意、センス、
手先の器用さなど、前の世代と比べ、全体的に劣って、技術の継承に大きなマイナス側面をも
たらしたといえる。 
今後、日本の中小企業は次世代の人材を育成しながら、常に研究開発を念頭におき、「自立」
する企業を目指し、持続的にヒット商品を打ち出せれば、企業競争力が維持できると考えてい
る。 
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